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第１節 前計画の評価と課題 

 

前計画の基本目標１ お互いにつながり支え合える 

 

１ 地域包括支援センターの再編 

 地域の身近な相談窓口である地域包括支援センターについては、令和元年度（2019

年度）に５か所増設し、市内 11 か所の拠点で総合相談支援業務や権利擁護業務等に

取り組んでいます。 

 増設に当たっては、介護事業所や医療機関、商店等を対象にセンターの周知活動を

進めてきましたが、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の結果を見ると、家族や友人・

知人以外で何かあったときに相談する相手としての地域包括支援センターの認知度

は 6.7％と低い状態にあることから、更なる周知に取り組む必要があります。 

 今後も、複雑化・多様化することが予想される高齢者及び家族からの相談に対して

きめ細やかに対応していくため、令和５年度（2023年度）までに、地域包括支援セン

ターの 14エリアへの設置を段階的に進めていく必要があります。 

 

２ 地域包括支援センターの運営 

 地域包括支援センターの適切な運営及び評価については、平成 28年度（2016年度）

から業務評価を実施しており、運営協議会による定期的な点検・評価と併せて、適切

な運営に努めてきました。今後、事業評価を通じた地域包括支援センターの機能強化

を図るため、令和元年度（2019年度）に評価項目の見直しを行い、令和２年度（2020

年度）から新たな評価項目による業務評価を実施しています。 

 自立支援型地域ケア会議については、地域包括支援センターが中心となり、担当エ

リアにおける医療や介護、福祉等の多職種連携の場、自立支援型ケアマネジメントの

強化の場として計画的に開催しています。今後は、個別の課題解決にとどまらず、個

別課題から地域課題を発見・抽出し、生活支援体制整備事業による協議体との連携な

どを図り、地域課題の解決に向けた取組につないでいくための仕組みの整備、強化が

課題となっています。 

 

３ 高齢者の生活支援体制整備の推進 

 生活支援体制の整備に向け、第１層協議体において、参画団体の強みを生かし、個

別宅配事業者等との「高齢者の見守りに関する協定」の締結など、新たなサービス・

仕組みづくりなどに取り組んでいます。 

一方で、第２層協議体については、主にエリア（小さな圏域）単位での設置を目指

していましたが、住民主体の活動に直結しづらいことなどから、設置単位の見直しが

課題となっており、地域のニーズ把握や必要なサービス等の創出などの機能を発揮し

やすいこと、また、総合保健福祉計画に掲げる「ネットワークの再編」との整合を図
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る必要があることから、小学校区を単位として設置するよう取組を進めています。 

 

項  目 

実績値 目標値 

令和２年度 

(2020年度) 
平成29年度 

(2017年度) 

平成30年度 

(2018年度) 

令和元年度 

(2019年度) 

地域包括支援センター設置数 ６か所 ６か所 11か所 11か所 

何かあったときに相談する相手 

（地域包括支援センター） 

アンケート

の実施なし 

アンケート

の実施なし 

21.4％(*) 
(包括6.7％) 

(市役所

14.7％) 

30.0％ 

地域ケア会議実施回数 44回 38回 66回 66回 

協議体の設置数 
（第１層） １か所 １か所 １か所 １か所 

（第２層） ２か所(*2) ０か所 ０か所 11か所 

＊令和元年度（2019年度）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査より 

＊２ モデル事業として設置 
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前計画の基本目標２ 健康にいきいきと自立した生活を送る 

 

１ 介護予防・日常生活支援総合事業の基盤整備の推進 

 介護予防・生活支援サービス事業について、訪問型サービスＡでは、平成 30 年度

（2018 年度）の人員等に関する基準の緩和により、利用者数が大きく増加しました。

また、通所型サービスＢ（コミュニティデイハウス）では、街かどデイハウスからの

移行による設置数の増加に伴い、利用者数が増加し、地域の介護予防の拠点としての

機能を果たしています。 

 その一方で、訪問型サービスＡのヘルパーや、住民主体によるサービス（訪問型・

通所型サービスＢ）を支えるボランティアなど、各サービスの担い手の育成・確保が

課題となっています。また、通所型サービスＢ（コミュニティデイハウス）では、入

浴や送迎サービスを実施するなど事業対象者や要支援者を支援するサービスを実施

していますが、一部では利用者数が伸び悩んでいるところもあります。 

通所型サービスＣ（元気いっぱつ教室）では、生活不活発等により一時的に生活機

能が低下した方を対象に短期集中による運動器の機能向上などの取組を通じて、日常

生活での自立が図れるよう支援に取り組んでいます。 

介護予防ケアマネジメントについては、介護予防・生活支援サービス事業等が適切

に提供されるよう、地域包括支援センター等においてケアマネジメントに取り組むと

ともに、地域包括支援センター職員や居宅介護支援事業所のケアマネジャーとのワー

キング会議などを通じて、質の向上を図ってきました。 

一般介護予防事業については、街かどデイハウス及びコミュニティデイハウスでの

介護予防教室や公民館や地域の集会所等での介護予防運動教室やはつらつ教室など

を開催し、高齢者の身近な場所で介護予防の運動ができるよう取り組みました。 

また、はつらつ出張講座による地域へのアウトリーチによる介護予防支援を推進す

るとともに「元気！いばらき体操」や介護予防手帳（はつらつパスポート「みんなで

元気編」）の普及、活用などを推進してきました。さらに、シニアいきいき活動ポイ

ント事業などを通じて、社会参加を通じた介護予防を支援しています。 

高齢者の介護予防に資する活動については、地域の特性・実情に応じた取組を展開

していく必要があります。 

また、専門職の効果的・効率的な関与やＰＤＣＡサイクルを踏まえた効果検証、他

分野の事業等との連携などを通じて、多様な主体による介護予防の取組の強化・拡充

を図ることも重要となります。 
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２ 要介護高齢者等の自立・家族介護等への支援の推進 

 要介護高齢者の外出支援、移動手段の充実に向けて高齢者福祉タクシー料金助成事

業を実施しており、利用者数は増加しています。 

家族介護者の経済的・身体的・精神的負担の軽減に向けては、高齢者紙おむつ等支

給事業や高齢者ごいっしょサービス事業を実施していますが、実績が横ばいとなって

います。 

在宅介護実態調査の結果を見ると、今後の在宅生活の継続に向けて主な介護者が不

安に感じる介護等として、「外出の付き添い、送迎等」（45.7％）、「その他の家事（掃

除、洗濯、買い物等）」（39.5％）、「食事の準備（調理等）」（37.0％）との回答が多く、

今後も家族介護者の高齢化が進み、在宅介護を取り巻く社会動向や事業者などが提供

する民間サービスなどの状況も変化する中で、今後の事業のあり方をはじめ、家族介

護者への支援の方向性等について検討が必要となっています。 

 

項  目 

実績値 目標値 

令和２年度 

(2020年度) 
平成29年度 

(2017年度) 

平成30年度 

(2018年度) 

令和元年度 

(2019年度) 

訪問型サービスＡ 

延べ利用者数の増加 
518件 976件 1,883件 400件 

訪問型サービスＢ 

延べ利用者数の増加 
4件 47件 59件 100件 

通所型サービスＢ 

整備数 
8か所 11か所 13か所 17か所 

介護予防教室整備 

小学校区数 
28小学校区 28小学校区 28小学校区 32小学校区 

介護・介助の必要性を 

感じない高齢者の割合 

アンケート

の実施なし 

アンケート

の実施なし 
86.3％(*) 90.0％ 

シニアいきいき活動 

ポイント登録者数 
702人 700人 729人 1,000人 

高齢者福祉タクシー料金 

助成事業 
1,663人 1,760人 1,847人 2,000人 

高齢者紙おむつ等支給事業 257人 253人 259人 - 

高齢者ごいっしょサービス事業 39人 43 38人 - 

＊令和元年度（2019年度）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査より 
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前計画の基本目標３ “憩える・活躍できる”場をつくる 

 

１ 地域活動・社会参加の促進 

高齢者活動支援センターシニアプラザいばらきにおいて、老人クラブの立ち上げや

会員加入促進などを通じた高齢者の地域活動支援をはじめ、シニアマイスター登録事

業やシニアいきいき活動ポイント事業等による高齢者の社会参加支援、茨木シニアカ

レッジ事業等による生涯学習支援に取り組んでいます。 

主な取組である高齢者いきがいワーカーズ支援事業については、これまで６つの団

体が創設され、地域において介護予防事業やＩＣＴの普及活動を展開していますが、

目標としていた地域における生活支援サービスに関連する事業の創設には結び付い

ていません。高齢者が、自ら生活支援サービスを提供する組織化を行うには、心理的

なハードルが高い様子がうかがえることから、今後は、高齢者の地域活動の土台とな

る「組織化支援」に力を入れ、将来的に、それぞれの団体が生活支援サービスの担い

手となるよう、仕組みづくりを進めていく必要があります。 

また、茨木シニアカレッジ事業については、高齢者の生涯学習に関するニーズに応

じた講座を展開し、修了生からは、地域での介護予防活動等のリーダー等として活躍

する高齢者もおり、地域活動の担い手づくりに大きく貢献してきました。 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の結果から、社会参加の状況を見ると、収入の

ある仕事やスポーツ関係のグループ等での活動、趣味関係のグループでの活動は、ほ

かの活動と比べて参加者割合（週１回以上参加している人の割合）が高くなっていま

す。また、地域住民の有志による健康づくり活動や趣味等のグループ活動等について、

参加者として参加意向がある高齢者は 52.1％、企画・運営（お世話役）として参加意

向がある高齢者は 28.1％となっており、高齢者の地域活動への一定の参加意向、潜在

的なニーズを確認できます。 

本市では、高齢者活動支援センターシニアプラザいばらきを中心に、高齢者の地域

活動・社会参加の促進に積極的に取り組んでおり、地域でも住民主体の様々な活動が

展開されています。 

今後は、既存の事業等の充実とともに、本市における高齢者の社会参加の状況など

の見える化を進め、高齢者一人ひとりの状態やニーズに応じた切れ目のない社会参加

を可能にする仕組みづくりに取り組む必要があります。 

 

２ 身近な「居場所」の整備 

社会参加の機会となる身近な「居場所」として、街かどデイハウスやコミュニティ

デイハウスの整備、いきいき交流広場の設置などに取り組んでいます。 

元気高齢者を対象に住民参画により居場所づくりを行ってきた街かどデイハウス

については、要支援認定者や事業対象者が利用できるコミュニティデイハウスへの移

行を進め、コミュニティデイハウスの設置数は増加し、高齢者の身近な居場所として

の機能を果たしています。しかし、住民団体によるボランティアで運営している中で、
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街かどデイハウス、コミュニティデイハウスでは、スタッフのなり手が少なく、また

後継者不足などの問題があり、事業の継続性について課題があります。 

いきいき交流広場については、老人クラブ等が運営主体となり、創意工夫により、

高齢者の身近な交流の場・機会となる取組を実施しており、設置数及び利用者数は増

加しています。 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の結果から、週あたりの外出頻度を見ると、週

５回以上外出している高齢者は前回より増加し 47.7％となっており、閉じこもり傾向

にある高齢者（ほとんど外出しない又は週１回外出する高齢者）は前回より減少し、

11.5％となっています。 

利用したい居場所の内容として「家から近い」「料金が安い・無料」「趣味やスポー

ツが楽しい」などが上位を占めており、身近な地域で趣味活動や交流などを図ること

ができる「居場所」のニーズが高いことが示されています。 

地域においては図書館や公民館など様々な施設があり、また、地域住民が自主的に

通う多様な場における介護予防活動や通いの場・居場所があることから、地域の社会

資源の状況も踏まえた居場所の整備の見直しが必要となっています。 

 

３ 世代間交流の取組 

市内５か所の多世代交流センターにおいて、子どもから高齢者まで多様な世代が交

流を図るための多彩な事業を実施しており、多世代交流センター利用者数も増加して

います。 

また、多世代交流センターをはじめ、公民館などの身近な公共施設、街かどデイハ

ウス、コミュニティデイハウス等において、レクリエーションや運動器の機能向上な

ど介護予防に資する教室・講座を開催するとともに、高齢者レクリエーションのつど

いなどの身近なスポーツ・レクリエーション活動の充実を図っています。 

さらに、「スポーツ推進計画」に基づき、スポーツ・レクリエーション活動を通じ

た世代間交流に向けた様々な事業を展開しています。 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の結果を見ると、スポーツ関係のグループやク

ラブでの活動に週１回以上参加する高齢者は 17.4％とほかの地域活動に比べて多く、

利用したい居場所の内容として「趣味やスポーツが楽しい」は 33.7％で３番目に多い

ことから、「スポーツ」が高齢者の交流のキーワードになっている様子がうかがえま

す。 

今後も、子どもから高齢者まで多様な世代が健康で豊かな人生を送ることができる

よう、多世代交流センターを中心に、地域特性に応じた様々な取組の充実を図る必要

があります。 
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４ 高齢者の「働く場」の創造 

 高齢者の多様なニーズに応じた働き方を支援するため、シルバー人材センターの円

滑な運営を支援し、指導援助に努めており、シルバー人材センターによる会員確保に

向けた取組などを通じて、登録会員数は増加傾向にあります。 

 また、高齢者いきがいワーカーズ支援事業について、今後は生活支援体制整備事業

との連携により、高齢者の就労的活動を通じた「高齢者の居場所と出番」の創出・充

実に取り組む必要があります。 

 なお、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の結果を見ると、週１回以上収入のある

仕事をしている高齢者は 17.9％となっており、特に、前期高齢者では収入のある仕事

をしている高齢者は増加傾向にあります。 

また、今後、高齢化が進む一方で、生産年齢人口が減少することが予測されており、

持続可能な社会を実現していくためにも、就業を通じた社会貢献と高齢者の生きがい

の創出に向けて、高齢者の多様な「働く場」を創造していく必要があります。 

 

項  目 

実績値 目標値 

令和２年度 

(2020年度) 
平成29年度 

(2017年度) 

平成30年度 

(2018年度) 

令和元年度 

(2019年度) 

高齢者いきがいワーカーズ 

支援事業（事業立ち上げ件数） 
累計５件 累計５件 累計６件 累計11件 

街かどデイハウス整備数 15所 11か所 ８か所 15か所 

通所型サービスＢ（コミュニティデイハウ

ス）整備数【再掲】 
8所 11か所 13か所 17か所 

街かどデイハウス・コミュニティデイハウ

スの合計 
23か所 22か所 21か所 32か所 

いきいき交流広場整備数 21団体 21団体 21団体 32団体 

多世代交流センター利用者数 101,665人 102,508人 138,854人 107,000人 

シルバー人材センター登録会員数 1,349人 1,476人 1,591人 1,400人 
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前計画の基本目標４ 一人ひとりの権利が尊重される 

 

１ 認知症施策の推進（新オレンジプランの推進） 

 「認知症高齢者等にやさしい地域づくり」の実現に向けて、「認知症施策推進総合

戦略（新オレンジプラン）」の７つの柱に沿って取組を進めています。 

①認知症への理解を深めるための普及・啓発 

小中学生への認知症サポーター養成講座受講への働きかけを小中学校の教師等

を通じて積極的に行っていますが、受講にはつながりにくく、受講者数は目標値に

到達していない状況があります。また、地域で多様な世代へ向けた認知症施策の啓

発イベントを実施していますが、認知度向上のため引き続き様々な周知が必要です。 

②認知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護等の提供 

認知症初期集中支援チーム（チーム・オレンジいばらき）では認知症の初期と思

われる人を中心に家庭訪問等で相談に応じ、必要な支援につなげるための取組を推

進しています。認知症初期集中支援チーム（チーム・オレンジいばらき）の認知度

がまだ低い状況であり、チームの介入件数も減少傾向にあるため、認知度の向上に

取り組み、認知症初期における早期発見・早期対応につなげる必要があります。 

③若年性認知症施策の強化 

若年症認知症の人の居場所づくりには至っていませんが、若年性認知症支援ハン

ドブックの配布を実施し、若年性認知症の相談窓口の周知に努めています。 

④認知症の人の介護者への支援 

認知症地域支援推進員による認知症カフェ（いばらきオレンジかふぇ）の開設・

運営支援を実施し、介護事業者等からの開設相談や登録数は徐々に増加しています。 

しかし、認知症当事者の方や介護家族の利用が少ない状況であるため、更に周知

を図るとともに当事者の方や介護家族のニーズを把握し、運営内容にいかす必要が

あります。 

また、在宅介護実態調査の結果を見ると、在宅生活の継続に向けて主な介護者が

不安に感じることとして、「認知症状への対応」は 29.1％と上位に入っていること

からも、認知症の人の介護者の負担軽減に向けた取組が重要です。 

⑤認知症の人を含む高齢者にやさしい地域づくりの推進 

「茨木童子見守りシール」の配布や「みんなでさがそう SOS事業」の実施と周知

に取り組むとともに、地域の商店会や図書館に対して認知症に関する取組の啓発を

実施しています。 

また、多機関で茨木市における認知症支援の在り方等を共有する機会として、認

知症地域連携連絡協議会を開催しています。まずは、認知症の人及びその家族の支

援者に認知症支援に関する取組の情報が行き届くよう、啓発を行っていく必要があ

ります。 
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⑥認知症の予防法、診断法、治療法、リハビリテーションモデル、介護モデル等の研

究開発及びその結果の普及の推進 

はつらつパスポートや認知症サポートブック等、認知症に関する地域連携のため

の媒体の活用と、関係機関との情報共有に取り組んでいます。媒体の配布だけでな 

く、活用方法についても周知していく必要があります。 

⑦認知症の人やその家族の視点の重視 

平成 30 年度（2018 年度）には認知症に関する市民意識調査を実施し、当事者及

び家族の意見やニーズを把握しました。引き続き、当事者や家族とつながる機会づ

くりに努め、当事者や家族の意見やニーズを施策に反映していく必要があります。 

 

２ 虐待防止対策の推進 

 高齢者への虐待防止に向けて、障害者・高齢者虐待防止ネットワークにおいて意見

交換及び研修を実施するとともに、街頭で市民に向けた虐待防止キャンペーンを行い、

高齢者等への虐待防止に対する意識の向上に取り組んでいます。 

 また、虐待や虐待の疑いがあることを把握した場合の対応については、地域包括支

援センター等と連携し、訪問調査や支援策の検討を行い、迅速な対応に努めています。 

 虐待通報件数は年々増加傾向にあることから、虐待防止に向けて、今後も関係機関

との連携強化や更なる体制の整備及び職員のスキルアップに取り組む必要がありま

す。 

 

３ 権利擁護の推進 

 高齢者の権利擁護の推進については、成年後見制度に関するパンフレットの配布や、

地域の相談支援機関や関係者を対象とした研修の実施などを通して、制度の普及、利

用促進に取り組んでいます。また、認知症の人や高齢者等で制度の利用が必要と思わ

れる人、その家族に対しては制度の利用勧奨を行うとともに制度についての説明や手

続きの支援等を行っています。 

 一方で、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の結果を見ると成年後見制度の認知度

は 40.6％（内容まで知っている又は詳しくは知らないが、おおまかなことは知ってい

る）となっており、目標値である 50.0％を下回っています。今後は制度が必要となる

高齢者の更なる増加が予測されることから、制度の内容や利用方法についての周知を

行い、制度を必要とする人が適切な時期に活用できるよう支援していく必要がありま

す。 
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項  目 

実績値 目標値 

令和２年度 

(2020年度) 

平成29年度 

(2017年度) 

平成30年度 

(2018年度) 

令和元年度 

(2019年度) 

認知症サポーター養成講座 

受講者数(平成20年度(2008年度)からの累

計) 

17,732人 20,415人 21,844人 27,000人 

認知症初期集中支援チーム 

認知度 

アンケート

の実施なし 

アンケート

の実施なし 
9.1％(*) 20.0％ 

認知症地域支援推進員認知度 
アンケート

の実施なし 

アンケート

の実施なし 
16.2％(*) 30.0％ 

認知症カフェ登録数 19か所 19か所 21か所 30か所 

認知症対応力向上研修実施回数 ３回 １回 ４回 ５回 

認知症の人の家族向け介護教室 

実施回数 
10回 10回 ７回 11回 

認知症高齢者見守り事業登録者数(平成28

年（2016年）10月からの累計) 
129人 162人 205人 540人 

成年後見制度認知度 
アンケート

の実施なし 

アンケート

の実施なし 
40.6％(*) 50.0％ 

＊令和元年度（2019年度）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査より 
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前計画の基本目標５ 安全・安心で必要な情報が活かされる 

 

１ 災害時に求められる医療・介護サービスの継続 

 避難所施設の設置運営検討プロジェクトチーム会議や要配慮者支援検討会議を通

じて、要配慮者避難施設を円滑に設置運営できるよう体制整備を進めています。 

 平成 30 年（2018 年）６月の大阪北部地震への対応等を踏まえ、今後のあり方を検

討していく必要があります。 

 

２ 情報公開制度の推進 

 介護保険サービスガイドブックの更新や出前講座の実施、市広報誌やホームページ

等を通じて、介護保険制度やサービスの利用方法等の情報提供に取り組んでいます。 

 市内の介護保険サービスの事業者の情報を検索することができる「いばらき ほっ

とナビ」については、チラシを作成、配布し市民に広く周知を行っています。 

 

３ 安心して暮らせる環境の充実 

 緊急時の連絡が困難な高齢者に対し、24時間の安全確認機能や健康相談サービス等

を付加した緊急通報装置の設置に努めています。 

 ひとり暮らし高齢者及び高齢者世帯の実態把握に向けては、平成 30 年度（2018 年

度）は対象者全員、令和元年度（2019年度）には新規対象者及び過去未回答者に調査

を実施しました。これまでの調査で調査対象となるひとり暮らし高齢者及び高齢者世

帯のおよそ 80％の状況を把握できており、民生委員・児童委員の見守り活動の一助と

して一定の役割を果たしています。一方で、調査の回答はあるものの、緊急連絡先と

して登録できる親族等がいない方への対応が課題となっています。 

 高齢者食の自立支援サービス事業では、食事づくりが困難な在宅の高齢者に栄養バ

ランスのとれた食事を提供し、健康保持・疾病予防を図るとともに、安否の確認がと

れないときは緊急連絡先等の関係者へ連絡を行い、安全・安心な生活を支援していま

す。令和元年度（2019 年度）からは低栄養状態（ＢＭＩ値が 20.0 以下かつ直近の半

年間で体重が２kg以上減）の改善を目的に、管理栄養士による訪問指導を実施してい

ます。 

在宅高齢者の食や安否確認の支援については、民間サービスの実態も把握しつつ支

援のあり方について検討していく必要があります。 

 

項  目 

実績値 目標値 

令和２年度 

(2020年度) 

平成29年度 

(2017年度) 

平成30年度 

(2018年度) 

令和元年度 

(2019年度) 

ひとり暮らし高齢者の実態等把握調査 

回答率 

62.0％ 
(平成30年(2018

年)３月末現在 

57.3％ 
(平成31年(2019

年)３月末現在 

45.0％ 
(令和２年（2020

年）３月末現在) 

80.0％ 

高齢者世帯の実態等 

把握調査回答率 

92.8％ 
(平成30年(2018

年)３月末現在 

87.7％ 
(平成31年(2019

年)３月末現在 

75.6％ 
(令和２年（2020

年）３月末現在) 
95.0％ 
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４ 高齢者の居住安定に係る施策との連携 

 高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）への生活援助員の配置や一定の条件を満

たす高齢者世帯への家賃助成、有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅等の情

報提供を行い、高齢者が安全で安心な生活をおくるための住まいの確保に向けて取り

組んでいます。令和２年（2020年）３月には「茨木市居住マスタープラン」を策定し、

住宅確保要配慮者、高齢者の住まいに関する課題、施策について掲載しています。 

 高齢者向けの住宅が普及する中、今後は制度のあり方や高齢者の住まいに関する経

済的負担の解消について、検討が必要となります。 
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前計画の基本目標６ 社会保障制度の推進に努める 

 

１ 介護保険制度の適正・円滑な運営 

 地域密着型施設の整備については、必要性を見極めながら引き続き整備を進めてい

きます。小規模多機能型居宅介護等については茨木在宅療養ガイドブックを活用した

出前講座で紹介し、利用促進に努めています。 

 平成 30 年度（2018 年度）より実施している「認知症対応型共同生活介護事業所の

家賃等助成事業」については、周知を進め利用者は増加していますが、介護離職の防

止に結び付いているのか検証を進める必要があります。 

 また、介護相談員が介護保険施設等を訪問し、利用者やその家族の不満や不安の解

消に取り組んでいますが、相談員の確保が課題となっています。 

 介護人材の確保については、介護人材の定着と質の向上に向けて研修の実施や家賃

補助事業、ホームページでの介護職の紹介による介護業界のイメージアップに努めて

いますが、人材確保は喫緊の課題となっていることから、今後も担い手確保のための

取組や新たな取組について検討していく必要があります。 

 高齢者と障害者が同一事業所でサービスを利用しやすくするための共生型サービ

スについては、職員の負担や報酬が低いため事業所の要望がないことや、65歳になっ

た障害サービス利用者がサービスの利用を継続できる例外的な取扱いが認められる

場合があることなどから取組が進んでいない状況です。今後はサービス利用者のニー

ズ把握などを行い、進め方について検討していく必要があります。 

 市に指定権限のある地域密着型サービス、居宅サービス及び介護予防・日常生活支

援総合事業については、サービス提供事業者に対して指導助言等を行い利用者に適切

なサービスが提供されるよう取り組んでいます。 
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２ 介護給付適正化事業の推進 

 要介護認定の適正化については、意見書を記載する主治医が申請者の状況把握がス

ムーズにできるよう、令和２年度（2020年度）から大阪府・大阪府医師会が作成した

「主治医意見書問診票」の使用を開始しました。今後は、活用の実態を把握し、効果

の検証に努めていく必要があります。 

 ケアプランの点検については、個別面談を実施することで具体的にきめ細やかな指

導ができるよう努めています。また、今後はサービス付高齢者住宅等に焦点を当てた

ケアプラン点検を更に拡げていく必要があります。 

 

項  目 

実績値 目標値 

令和２年度 

(2020年度) 

平成29年度 

(2017年度) 

平成30年度 

(2018年度) 

令和元年度 

(2019年度) 

要介護認定の適正化 10,302件 9,194件 10,667件 10,500件 

ケアプランの点検 229件 218件 214件 250件 

住宅改修の点検 30件 33件 13件 36件 

福祉用具購入・ 

貸与調査 
12回 12回 12回 12回 

縦覧点検 12回 12回 12回 12回 

医療情報との突合 12回 12回 12回 12回 

介護給付費通知 ２回 ２回 ２回 ２回 

給付実績の活用 １回 １回 １回 １回 

 

 

３ 在宅療養の推進 

 地域の医療・介護の資源把握に向け、「いばらき ほっとナビ」を更新し市広報誌

やチラシなどで周知に努めていますが、アクセス数が減少していることから、より利

用しやすくするための改善方法等について検討する必要があります。「茨木市ケア倶

楽部」については、未登録の事業者へ呼び掛けを行い登録率は増加していますが、引

き続き未登録の事業所への働きかけに努めています。 

 在宅医療・介護連携推進連絡会については年２回開催し、認知症地域連携連絡協議

会とも連携しながら在宅療養についての情報交換を行っています。 

 「はつらつパスポート～みんなで連携編～」については、茨木市内の介護支援専門

員及び地域包括支援センター職員対象のアンケートの結果や家族介護の会の意見を

参考にワーキング会議を実施の上、改訂を行いました。令和２年（2020年）４月より

改訂版のパスポートを活用しています。介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の結果を

見ると、回答者の 80.8％が「はつらつパスポート～みんなで連携編～」について知ら

ないと回答していることから、認知度の向上も課題となっています。 

 在宅医療・介護連携に関する相談支援については、専用電話をそなえた相談窓口を

設置し、医療機関との連携を図れるように努めています。 
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 地域の医療・介護関係者の連携に向けては、多職種連携研修（５圏域にて実施）や

ケアマネジメント研修会、在宅医療に関する研修会、茨木地域看護ネットワーク倶楽

部研修会などを開催しています。 

 介護保険事業者調査の結果を見ると、平成 28 年度（2016 年度）と比較して医療ニ

ーズの高い利用者の受入は 4.7 ポイント増加、看取りの体制の整備は 12 ポイント増

加しており、目標値には達していないものの体制整備は進んでいる状況です。 

 地域住民への普及啓発については、在宅療養ガイドブック「いつまでも茨木に暮ら

せるように」を作成し、令和元年度（2019年度）から出前講座を開始しています。 

 介護予防・ニーズ調査の結果を見ると、人生の最終段階における医療・療養につい

て考えたことがある人は 55.1％、そのうち家族や友人、医療関係者と話し合ったこと

がある人は 46.8％となっており、今後も引き続き出前講座を行い、普及啓発に努める

必要があります。 

 在宅医療・介護連携に関する関係市町村との連携については、三島医療圏在宅医療

検討会へ参加し、情報共有を行っています。 

 在宅医療・介護連携については、今後も地域の実情に応じて認知症等への対応や看

取りに関する視点も踏まえながら、取組内容の充実を図る必要があります。 

 

項  目 

実績値 目標値 

令和２年度 

(2020年度) 

平成29年度 

(2017年度) 

平成30年度 

(2018年度) 

令和元年度 

(2019年度) 

いばらき ほっとナビ 

アクセス件数（月平均） 
7,779件 9,267件 7,241件 10,000件 

ケア倶楽部登録率 82，1％ 84.8％ 88.5％(*1) 90.0％ 

はつらつパスポート活用度 
アンケート

の実施なし 

アンケート

の実施なし 
10.5％(*2) 50.0％ 

医療ニーズの高い利用者の受入状況 
アンケート

の実施なし 

アンケート

の実施なし 
44.5％(*3) 50.0％ 

看取りの体制の整備状況 
アンケート

の実施なし 

アンケート

の実施なし 
46.1％(*4) 50.0％ 

＊１ ケア倶楽部ＩＤ・パスワード発行数 391 

＊２ 令和元年度（2019年度）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査より 

＊３ 令和元年度（2019年度）介護保険事業者調査より 

＊４ 令和元年度（2019 年度）介護保険事業者調査（看取り加算の算定にかかわらず、終末期ケアに

係ること）より 
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第２節 高齢者保健福祉計画（第９次）・茨木市介護保険事業計画（第８期） 

１ 高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画の策定の趣旨 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 本市が目指す地域包括ケアシステムの確立に向けた高齢者施策 
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３ 主な取組 

 

 

 

施策（１）地域包括支援センターの再編 

高齢化の進展等に伴う高齢者の複雑化・多様化した相談に対して、より身近な場所で、き

め細やかな対応ができるよう、地域包括支援センターの再編を進めます。 

 

【主な取組】 

①14エリアへの地域包括支援センターの設置・再編 

 令和５年度（2023年度）までに14エリアすべてにセンターを設置します。また、14か所の

うち５か所は、圏域内情報等の取りまとめを行う圏域型地域包括支援センターとして、（仮称）

地区保健福祉センター内に設置します。 

 

 

施策（２）地域包括支援センターの運営 

 地域包括支援センターにおいて、総合相談支援業務、権利擁護業務、包括的・継続的ケア

マネジメント支援業務、第１号介護予防支援事業等に係る業務を行い、担当エリアの状況に

応じた、住まい、医療、介護、予防、生活支援等のサービスが適切に提供される「地域包括

ケアシステム」の基盤づくりを推進します。 

 

【主な取組】 

①地域包括支援センターの適切な運営及び評価 

 地域包括ケアシステムの基盤づくりを推進するとともに高齢者が住み慣れた地域で安心し

て暮らせるための「高齢者の総合相談窓口」として、地域の特性や状況に応じた包括的・継

続的な支援ができるように地域包括支援センターの資質向上に努めます。 

 地域包括支援センターの機能や体制を強化するため、保健師、社会福祉士、主任介護支援

専門員以外の専門職として介護支援専門員を配置します。また、地域包括支援センターが総

合相談支援業務や介護予防活動等に注力できるように予防ケアマネジメントの外部委託を進

めます。 

 圏域型地域包括支援センターは、基本業務に加え、他機関と連携しながら圏域内のほかの

地域包括支援センター間の総合調整のほか、圏域情報の共有や現状分析等を行います。 

 本市は、地域包括支援センターが高齢者の健康保持・生活の安定のために自立支援の視点

を持った業務が行えるように後方支援に努め、業務実施状況の定期的な点検と評価を行い地

域包括支援センターの適切な運営に努めます。 

 

②地域ケア会議の推進 

 地域包括支援センターが中心となり、担当エリアの医療や介護、福祉等の関係者との多職

種連携の場、又は、自立支援型ケアマネジメント強化の場となるよう会議を計画的に開催し

ます。 

地域づくり・資源開発機能を強化するため、地域ケア会議で把握された地域課題を地域住

民が我が事としてとらえ住民自身が課題解決を目指し、地域づくり・資源開発に参加できる

ように、地域包括支援センターから生活支援コーディネーターに把握された地域課題をつなぎ

基本目標１ お互いにつながり支え合える 
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ます。 

また、地域ケア会議を重ね、複数の個別課題から、担当エリアの地域課題を明らかにし、

これを解決するため、庁内の関係各課と連携を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策（３）高齢者の生活支援体制整備の推進 

 高齢者が地域活動へ参加することや社会的役割を持つことは、高齢者自身の生きがいや介

護予防につながります。高齢者の社会参加を促進し、地域社会の「支え手」として活躍でき

る体制を整備するとともに、営利・非営利を問わず、様々な分野の関係団体の参画を得なが

ら、高齢者を地域で支え合う地域づくりを推進します。 

 

【主な取組】 

①生活支援コーディネーターの配置及び協議体の設置 

 ※「総合保健福祉計画」 〇ページ参照 

 

施策の指標 

現状値 

令和元年度 

(2019年度) 

目標値 

令和５年度 

(2023年度) 

地域包括支援センター設置数 11か所 14か所 

地域ケア会議実施回数 66回 70回 
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施策（１）介護予防・生活支援サービス事業の取組の推進 

高齢者の社会参加を促し、一人ひとりが社会的役割を持つことで、地域社会の「新たな担

い手による多様なサービス」を創出するとともに、介護予防活動につながる地域の体制整備

を推進します。 

 

【主な取組】 

①訪問型サービスの展開 

 現在実施しているサービス以外にも、多様な担い手や住民主体による生活支援サービスを

創出するなど、取組を推進します。 

 

種別 訪問介護相当サービス 訪問型サービスＡ 訪問型サービスＢ 

内容 
訪問介護員によるサービス

（身体介護・生活援助） 

緩和した基準によるサービス

（生活援助） 

有償・無償のボランティアにより

提供されるサービス 

 

②通所型サービスの展開 

 コミュニティデイハウスは、地域の住民活動の状況やニーズに応じて整備し、概ねエリア

に１～２か所の整備を目指します。通所型サービスＣについては、圏域に１か所整備します。 

 

種別 通所介護相当サービス 通所型サービスＢ 通所型サービスＣ 

内容 
通所介護事業者の従事者に

よるサービス 

有償・無償のボランティア等に

より提供される住民主体によ

る支援 

保健・医療の専門職により提供さ

れる３～６月か月間の短期間で

行われるサービス 

 

③介護予防ケアマネジメントの展開 

 高齢者の自立支援を目的として、心身の状況、その置かれている環境、その他の状況に応

じて、対象者自らの選択内容などに基づき、介護予防に向けたサービスが適切に提供される

こと、また、地域の中で生きがいや役割を持って生活できるような居場所に通い続けられる

よう、「心身機能」「活動」「参加」にバランスよくアプローチしていけるよう、地域包括支援

センター等においてケアマネジメントを行います。 

 

 

施策（２）一般介護予防事業の推進 

一般介護予防事業は、高齢者が生きがいを持って活動的に暮らす「地域づくり」を意識し

て実施し、介護予防の取組を支援します。 

 

【主な取組】 

①住民主体による介護予防活動の推進 

 自助・互助の理念に則り、住民が自ら介護予防を行う環境づくりや体制づくりを支援しま

す。 

 

基本目標２ 健康にいきいきと自立した生活を送る 
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②地域リハビリテーション活動支援事業の展開 

 リハビリテーション専門職等が、地域包括支援センターと連携しながら、地域ケア会議や、

総合事業における住民主体によるサービスのほか、自立支援型ケアマネジメント等を通じて、

地域における自立支援や重度化防止といった、介護予防の取組を総合的に支援します。 

 

③介護予防教室の見直しと新たな展開 

 住民主体の活動を促進するとともに、更に効果的な介護予防施策の展開を図るため、本市

で実施している介護予防教室は短期集中型の体操教室に移行し、設置数、実施内容の見直し

を行います。 

 

④地域での介護予防の取組の周知・啓発 

 地域で介護予防に取り組む住民の活動内容や場所を示すマップを掲載した冊子「（仮称）

介護予防マップ」を作成し、地域の介護予防の場を見える化します。 

 

⑤はつらつ出張講座による支援 

 地域で介護予防に取り組む住民やその団体に対し、効果的な活動ができるよう「はつらつ

出張講座」による支援を行います。 

 

⑥シニアいきいき活動ポイント事業の実施 

シニアいきいき活動ポイント事業については、引き続き高齢者活動支援センター事業の一

環として実施し、活動登録者数及びボランティア受入指定施設数の増加に取り組み、高齢者

の社会参加を通じた介護予防を支援します。 

 

 

施策（３）高齢者の保健事業と介護予防事業等との一体的な実施 

これまでそれぞれに実施していた、国民健康保険の保健事業と後期高齢者医療広域連合の

保健事業を医療専門職が医療・介護データを含めて市域、圏域ごとに分析し、健康課題を把

握します。また、圏域ごとに、健康課題を抱える高齢者や健康状態が不明な高齢者に対し、

保健師等の医療専門職が個別面談や家庭訪問などの支援を行うことで健康課題の改善に努め

るとともに、必要に応じて医療・介護サービスにつなげます。 

 

【主な取組】 

① 専門職による通いの場でのポピュレーションアプローチ 

医療・介護データの分析から得られた健康課題を地域の医療機関団体と共有し、連携を図りながら、

保健師等が高齢者の通いの場を活用して介護予防の啓発など健康課題の解決に向けた支援を行いま

す。 
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施策（４）要介護高齢者等の自立・家族介護等への支援の推進 

要介護高齢者等の在宅生活の継続、ＱＯＬの向上、家族介護者の負担の軽減を図るため、 

各種支援を行います。 

 

【主な取組】 

①高齢者福祉タクシー料金助成事業 

 要介護高齢者の閉じこもりを予防するため、タクシー利用券を交付し、高齢者の外出を促

進します。 

 

②高齢者紙おむつ等支給事業 

 在宅で紙おむつ等を使用している要介護高齢者に対し、紙おむつ等を支給し、介護及び健

康に関する相談を行うことにより、家族の経済的・身体的・精神的な負担軽減を図ります。 

 

③高齢者ごいっしょサービス事業 

 在宅で生活する認知症高齢者が外出する際の付き添いや医療機関の受診時の院内介助、家

族が外出する際などの認知症高齢者の見守り支援に取り組みます。 

 

④ひとり暮らし高齢者等日常生活支援事業（ちょこっとサービス） 

 ごみ出し、庭の除草等の介護保険外の軽作業を行い、日常生活の支援に取り組みます。 

  

施策の指標 

現状値 

令和元年度 

(2019年度) 

目標値 

令和５年度 

(2023年度) 

訪問型サービスＡ 

延べ利用者数 
1,883件 2,800件 

訪問型サービスＢ 

延べ利用者数の増加 
59件 100件 

通所型サービスＢ整備数 13か所 21か所 

高齢者福祉タクシー料金 

助成事業 実利用者 
1,847人 2,150人 

（仮称）介護予防マップ 

掲載か所数 
- 150か所 

通所型サービスＣ実利用者数 51人 180人 

いきいき交流広場整備数 21か所 32か所 
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施策（１）地域活動・社会参加の促進 

高齢者を取り巻く環境については、人口減少と少子高齢化が同時に進み、地域のつながり

が希薄化する社会情勢であることから、介護予防・日常生活支援総合事業や生活支援の体制

整備を通じて、住民主体のサービスを充実させ、地域の支え合い機能を強化していくことが

求められています。 

また一方で、生涯現役社会の実現に向け、団塊の世代を中心として、高齢者がこれまで以

上に、多様な価値観を有し、仕事や趣味のほか、地域活動にも意欲的な傾向にあり、健康寿

命の延伸と介護予防の観点から、高齢者の地域活動や社会参加を促進していくことも求めら

れています。 

このため、今期計画の高齢者施策については、引き続き、高齢者の「居場所と出番」の創

出・充実に取り組み、多様な活動に意欲的な高齢者の社会参加の促進、地域活動における担

い手の発掘と養成に取り組みます。 

 

【主な取組】 

①高齢者活動支援センター各種事業の実施 

・老人クラブ活動の支援 

地域を拠点にした老人クラブの自主的な組織活動を育成するため、市老人クラブ連合会の

日常的な活動場所を確保するほか、新規クラブの立ち上げやクラブ会員の加入促進、活動内

容の豊富化など、引き続き老人クラブの地域活動支援に取り組みます。 

・シニアマイスター登録派遣事業 

高齢者の社会参加を促進するため、高齢者がこれまでの生活の中で培ってきた才能や特技

を登録する「シニアマイスター登録派遣事業」を引き続き実施します。 

これまでの取組により、多数の方に登録いただいていることから、今後は派遣先の開拓を

積極的に行い、更なる「出番」の創出に取り組みます。 

・高齢者いきがいワーカーズ支援事業 

介護予防・日常生活支援総合事業の推進や、高齢者の生活支援体制の整備のためには、住

民主体の生活支援サービスの担い手が必要なことから、引き続き、高齢者活動支援センター

において、事業立ち上げ前から事業立ち上げ後までの実務支援に努めます。 

今後は、「生活支援サービス」に関する支援のみならず、様々な地域活動を行う団体の立ち

上げを支援し、結成された団体が、将来的に「生活支援サービス」の提供を担っていただけ

るよう働きかけを行うこととします。 

・茨木シニアカレッジ「いこいこ未来塾」 

地域活動に意欲のある高齢者や団塊世代の社会参加を支援するため、「いこいこ未来塾」を

開講し、多様な生涯学習ニーズに応えるための基本コースや受講生ニーズに応えたオプショ

ン講座を企画するなど、高齢者の高い学習意欲に応えた取組を展開します。また、講座につ

いては、地域活動の担い手の養成という視点に立ち、企画運営することによって、受講者の

学習成果を地域へ還元し、地域コミュニティの活性化を目指します。 

 また、高齢者の高い学習意欲に応えるため、多世代交流センター等の市内公共施設の活用

や定員枠の拡大等について検討いたします。 

 

基本目標３ “憩える・活躍できる”場をつくる 
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施策（２）身近な「居場所」の整備 

元気高齢者の増大や市民活動の裾野が広がりつつある社会を考えると、新しい高齢者ニー

ズを踏まえた上で、多様な地域での活動と社会参加の機会が得られる高齢者の身近な「居場

所」の整備が求められます。このため、老人クラブやＮＰＯ等に代表される自律的な市民活

動団体等との連携強化に加えて、街かどデイハウスからコミュニティデイハウスへの移行、

いきいき交流広場の整備に引き続き取り組みます。 

 

【主な取組】 

①街かどデイハウス事業とコミュニティデイハウス事業の実施 

街かどデイハウス・コミュニティデイハウスでは、仲間づくりや健康保持など高齢者の地

域における自立した生活を支えられるように、住民参画による居場所提供サービスを実施し、

施設内外で運動器の機能向上・認知機能低下予防・口腔機能向上等の介護予防事業も実施し

ています。 

令和５年度（2023年度）には、すべての街かどデイハウスは、要支援高齢者と元気高齢者

が一緒に集えるコミュニティデイハウスへ移行することを目指します。 

 

②いきいき交流広場の実施 

 いきいき交流広場は、自由、自発的な交流のための場所であり高齢者の閉じこもり対策や

介護予防においても大きな役割を果たしています。今後、高齢化の進展を背景に、高齢者の

居場所に対する需要は更に高まると予想されるため、引き続き新規広場の開設・運営の支援

を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③住民主体の「身近な居場所」に対する持続可能な運営支援 

地域住民が主体となって取り組んでいる介護予防活動について、専門職によるポピュレー

ションアプローチや、はつらつ出張講座による運営支援を行います。 

コミュニティデイハウスについては、事業の継続性が担保できるよう、後継者やスタッフ

の育成支援を行います。 

 

 

施策（３）世代間交流の取組 

高齢者と子どもとのふれあいの場を提供する多世代交流センター事業をはじめ、老人クラ

ブほか各種団体が行うスポーツ・レクリエーション活動に対する支援等、世代間交流に取り

組みます。 

 

比較表 
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【主な取組】 

①多世代交流センター事業の実施 

多世代交流センターにおいて、施設利用の状況や利用者の意見等を踏まえて、世代間交流

事業を実施します。 

また、高齢者活動支援センターの「シニアマイスター登録派遣事業」と連携し、地域にお

ける高齢者と子どもの交流促進に努めます。 

 

②スポーツ・レクリエーション活動を通じた交流の支援 

子どもから高齢者まで、多様な世代が健康で豊かな人生を送れるように、引き続き、「スポ

ーツ推進計画」に基づき、スポーツに関する施策を推進するとともに、特に高齢者について

は、気軽に行えるスポーツ・レクリエーション活動を通じて、健康寿命の延伸や介護予防に

つながる活動を支援します。 

 

 

施策（４）高齢者の「働く場」の創造 

人口減少と少子高齢化が同時に進行する社会情勢を背景として、「一億総活躍社会」の実

現に向け、高齢者の「働く場」の創造が求められています。 

高齢者の就労支援については、高齢者が長年培ってきた知識・経験・技能等をいかし、就

業を通じて社会貢献できるように、引き続き、高齢者の就労機会の提供や生きがいづくりに

重要な役割を果たしているシルバー人材センターの取組を支援するほか、高齢者の多様なニ

ーズに応じた、新しい働き方を支援します。 

 

【主な取組】 

①シルバー人材センターの取組 

高齢者の就労機会の提供や生きがいづくりに重要な役割を果たしているシルバー人材セン

ターの円滑な運営を支援し、指導援助に努めます。 

また、シルバー人材センターは、介護予防・日常生活支援総合事業における訪問型サービ

スＡを実施するなど、新たな高齢者の就労機会の提供や生きがいづくりに積極的に取り組ん

でいるため、引き続き、生活支援サービスの担い手確保に向けて、シルバー人材センターの

取組を支援します。 

 

②高齢者の多様な働き方の創造 

生涯現役社会の実現に向けた環境整備については、高齢者の高い就業意欲を背景に、働く

意欲のある高齢者が培った能力や経験をいかし、生涯現役で活躍しつづけられる地域づくり

が求められています。その一方で、地域における高齢者の就労による社会参加・活躍の場は

依然として不足しており、高齢者と地域社会のニーズを的確に把握し、マッチングさせる取

組も求められています。 

そのため、引き続き高齢者活動支援センターを中心にしながら、高齢者の就労支援を図り

つつ、さらに、高齢者の生活支援体制整備に関する第１層協議体のネットワークも活用して、

協議体参画団体や、本市と地域活性化包括連携協定を締結している企業等とも連携を図りな

がら、高齢者の就労を通じた、社会参加・活躍の場を創造し、多様な働き方を支援します。 
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施策の指標 

現状値 

令和元年度 

(2019年度) 

目標値 

令和５年度 

(2023年度) 

コミュニティデイハウス整備数【再掲】 13か所 21か所 

高齢者いきがいワーカーズ支援事業 

（事業立ち上げ件数） 
累計６件 累計14件 

いきいき交流広場整備数【再掲】 21か所 32か所 

多世代交流センター利用者数 138,854人 145,000人 

シルバー人材センター登録会員数 1,591人 1,788人 
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施策（１）認知症施策の推進（認知症施策推進大綱の推進） 

 国では、平成27年（2015年）に「認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）」が策定さ

れ、様々な取組が進んでいます。令和元年（2019年）６月18日には、「認知症施策推進大綱」

（以下、「大綱」という。）が取りまとめられました。 

大綱には、認知症の人やその家族の視点を重視しながら、行政が「共生」と「予防」を両

輪に施策を推進することが示されています。本市においても、大綱の主旨を踏まえ、認知症

の人やその家族が安心して暮らせる「みんながやさしい街いばらき」を目指します。 

※大綱における具体的な施策の５つの柱 

 ①普及啓発・本人発信支援 

 ②予防 

 ③医療・ケア・介護サービス・介護者への支援 

 ④認知症バリアフリーの推進・若年性認知症の人への支援・社会参加支援 

 ⑤研究開発・産業促進・国際展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な取組】 

①普及啓発・本人発信支援 

 認知症サポ―ター養成講座を引き続き開催し、既受講者の復習や認知症サポーターとし

ての取組を共有できる機会として、認知症サポーターステップアップ講座を開催します。 

また、認知症の人と関わる機会が多いと想定される小売業・金融機関・公共交通機関等の職員や人

格形成の重要な時期である子ども世代へも認知症の理解を促すため、認知症サポーター養成講座等開

催への働きかけを行います。 

 認知症の人本人等の想いを掲載した「（冊子）みんながやさしい街いばらき～もの忘れが気になった

ら～」を、認知症への不安の軽減や住み慣れた地域で安心して暮らし続けるために活用します。また、

関係機関と協力し、当事者の声を聞く機会を設け、地域住民等に本人の想いを発信する支援に取り組

むとともに、認知症施策の企画・立案や評価への認知症の人やその家族の参画を推進します。 

 

 

基本目標４ 一人ひとりの権利が尊重される 

イメージ図 
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②予防 

「予防」とは、「認知症にならない」という意味ではなく、「認知症になるのを遅らせる」「認知症の

進行を緩やかにする」という意味です。 

生活習慣病予防や地域活動への参加による孤立の解消、社会的役割を持つことが認知症の発症を遅

らせる可能性があると示唆されています。また、地域活動への参加等においては、認知症になっても

進行を緩やかにする可能性が期待されています。 

そのため、生活習慣病予防に関する知識の普及を個別に行う取組や介護予防の取組の周知と利用勧

奨に努めます。高齢者や認知症の人のみならず、本市で暮らす人々すべてを対象に認知症予防に関す

る取組の強化に向けて、関係部局並びに関係機関との連携に努めます。 

 

③医療・ケア・介護サービス・介護者への支援 

 認知機能の低下がある人や認知症の人の早期発見・早期対応が行えるよう、かかりつけ医・地域包

括支援センター・認知症地域支援推進員・認知症初期集中支援チーム等、特に認知症の初期段階の相

談対応を行う可能性の高い関係者間の連携強化に努めます。 

 また、医療・介護従事者等が認知症の特性を理解し、認知症の人の意思を尊重しながら関わること

ができるよう研修の機会を設けるなど、専門職の認知症対応力向上に向けた取組を推進します。 

 介護者への支援としては、地域の誰もが集う「認知症カフェ」や介護者同士の交流の場である「認

知症家族教室」の周知と利用勧奨に努め、認知症の人の介護者自身が他者との交流や制度の利用によ

り負担感を一人で抱え込むことがないように支援します。 

 

④認知症バリアフリーの推進・若年性認知症の人への支援・社会参加支援 

 行方不明となった際の早期発見や事故の防止を図る「茨木市認知症高齢者見守り事業」や

早期発見や保護を目的とした「いばらき版みんなでさがそうＳＯＳ事業」の普及と利用促進を

行い、認知症の人が安全に外出できる地域の見守り体制づくりを進めます。 

また、認知症の状態に応じて、医療・介護・行政が協働して支援する認知症を中心とした地域連携

システムである「茨木市モデル」の推進に引き続き取り組むとともに、認知症サポーターステップア

ップ講座を受講した認知症サポーターが、認知症の人やその家族への支援を行う仕組みの構築を推進

します。 

 

⑤研究開発・産業促進・国際展開 

 認知症の予防法やリハビリテーションモデル、国による研究開発やロボット技術やＩＣＴ技術の活

用法など、認知症の人の自立支援への活用や介護者の負担軽減が期待される情報収集に努め、関係機

関と情報共有します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イメージ図（茨木市モデル） 
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施策（２）虐待防止対策の推進 

 「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（高齢者虐待防止法）」

の趣旨を踏まえ、地域包括支援センターや地域の様々な関係機関と連携し、高齢者虐待防止

の取組を推進します。 

 また、介護施設従事者等による高齢者虐待については、高齢者に接する介護施設従事者等

の意識改革や資質の向上を図るとともに、介護施設における高齢者虐待防止の体制の整備・

強化に向けて取り組むなど、関係部局と連携し虐待防止に努めます。 

 

【主な取組】 

①高齢者虐待防止及び啓発への取組 

 身体的、心理的、経済的など様々な虐待により高齢者の権利が侵害されることのないよう

に虐待防止キャンペーンによる市民への啓発活動や、居宅介護支援事業者、居宅サービス事

業者の関係機関に対する研修会を実施し、高齢者等への虐待防止に対する意識の向上を図る

とともに、虐待の早期発見と、見守り体制の充実に向けた取組を推進します。 

 

②虐待への対応 

 養護者による高齢者虐待については、地域住民や関係機関からの通報に対し、地域包括支

援センター、警察、保健所、病院、民生委員等の関係機関と連携し、虐待の解消及び深刻化

を防止するため、養護者支援を含め適切な対応に努めるほか、必要に応じて高齢者の一時保

護、施設への入所措置を行います。また、これら関係機関との連携強化協力体制を整備する

ため、引き続き障害者・高齢者虐待防止ネットワーク連絡会を開催します。 

 介護施設従事者等による高齢者虐待については、虐待の発見者からの通報に対し、早急に

事実確認のための協議や訪問調査を実施し、虐待や身体拘束の防止、虐待を受けた高齢者の

迅速な保護を行うとともに、大阪府担当部署と庁内関係各課が連携しながら介護施設等の運

営適正化のための助言及び指導を行う等、再発防止に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

イメージ図 
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施策（３）権利擁護の推進 

認知症や知的障害・精神障害などの理由で、判断能力が低下した高齢者の虐待や消費者被

害等の権利侵害を防止し、必要な介護保険サービスや福祉サービスを利用してその人らしい

生活を送ることができるように権利擁護の推進に取り組みます。 

 

【主な取組】 

①高齢者権利擁護事業の推進 

自己の判断だけでは意思決定に支障のある高齢者の権利が守られ、地域での生活を円滑に

安心して送れるように、「身上監護」「財産管理」を支援する成年後見制度利用支援事業の周

知とともに、成年後見制度そのものの必要性等を啓発し、高齢者の自己決定の尊重と高齢者

の権利擁護の推進に取り組みます。 

○成年後見制度利用支援の推進（利用支援事業・報酬助成事業） 

判断能力が低下した高齢者本人や本人の家族等が後見等開始の審判（法定後見）の申立て

を行う場合、申立てに要する費用を助成します。また、成年後見人等に対する報酬の支払い

が困難な高齢者に、報酬を助成します。 

 

施策の指標 

現状値 

令和元年度 

(2019年度) 

目標値 

令和５年度 

(2023年度) 

認知症サポーター養成講座受講者数 

（平成20年度（2008年度）からの累計） 
21,844人 27,000人 

認知症カフェ登録数 21か所 30か所 

認知症対応力向上研修実施回数 ４回 ５回 

認知症の人の家族向け介護教室実施回数 ７回 11回 

予防活動の評価指標について検討中   
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施策（１）災害時に求められる医療・介護サービスの継続 

災害時に、高齢者等がそれまで過ごしていた場所で医療・介護サービスが継続して提供で

きるように、日頃から介護事業所等と連携し、それぞれの立場で災害への必要な体制の整備

に努めます。 

 

【主な取組】 

①災害時における支援体制の強化 

平常時においては、避難訓練の実施や防災啓発活動、介護事業所等におけるリスクや物資

の備蓄・調達状況についての確認を行い、災害に対する備えに努めます。 

災害時においては、介護保険施設等と締結している「大規模災害に伴う避難施設の設置運

営に関する協定」に基づき、要配慮者避難施設の設置運営等ができるよう、迅速に要配慮者

の安全・安心を確保する取組を進めます。 

 

 

施策（２）情報公表制度の推進 

市内にある医療機関や、介護サービス事業所の必要な情報をホームページを通じて収集で

きるように情報提供の仕組みを整備し、利用したいサービスや事業者の選択がより適切にで

きるように取り組みます。 

 

【主な取組】 

①事業者情報の公表 

医療機関・介護・障害福祉事業者検索ホームページ「いばらき ほっとナビ」の充実を図

り、積極的な事業者情報の提供を行います。 

 

 

施策（３）安心して暮らせる環境の充実 

支援が必要な高齢者やその家族が住み慣れた地域で、その人らしい生活を安心して送るこ

とができるように、見守り支援等を兼ねた生活支援の充実に努めます。 

 

【主な取組】 

①緊急通報装置設置事業 

緊急事態のときに電話での連絡が困難と認められるひとり暮らし高齢者等が安心して暮ら

せるよう、住居に緊急通報装置を設置します。 

 

②ひとり暮らし高齢者及び高齢者世帯の見守り体制の推進 

ひとり暮らし高齢者等が不測の事態に陥った場合、親族等への連絡が速やかに行えるよう

に、緊急連絡先及び居住実態等の把握に引き続き取り組みます。また、関係機関と情報を共

有し、ひとり暮らし高齢者等が地域で安心して暮らせるよう見守り体制を構築していきます。 

 

基本目標５ 安全・安心で必要な情報が活かされる 
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③高齢者食の自立支援サービス事業 

低栄養の高齢者を対象に、配食を活用した食事の改善指導等を行い、自立した生活に必要

な食の支援を行います。 

 

 

施策（４）高齢者の居住の安定に係る施策 

高齢者が安全で安心な生活を送るための住まいの確保については、大阪府との連携を図り

ながら、安全・安心な住環境に恵まれた住まいの情報提供に努めるとともに、高齢者がいつ

までも生きがいのある生活を送るために、趣味活動やボランティアを含む地域活動などに積

極的に参加し、買い物などの日常的な外出も円滑にできるように、高齢者等に配慮した福祉

のまちづくりを推進します。 

また、「大阪府高齢者・障がい者住宅計画」との連携を図り、Osakaあんしん住まい推進協

議会（居住支援協議会）に参画し、高齢者に低家賃の住宅情報を提供するとともに、「空家等

対策計画」に基づき、空家の活用に努める等、低所得高齢者の居住の安全確保を図ります。 

 

【主な取組】 

①高齢者世帯家賃助成事業 

市営・府営住宅以外の賃貸住宅に居住し、収入や家賃等の一定の条件を満たす高齢者世帯

に、家賃月額の３分の１（上限５千円）を助成し、高齢者の居住の安定を図ります。 

 

②シルバーハウジング生活援助員派遣事業 

高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）に居住する高齢者が安心した生活を送ることが

できるように、生活援助員を配置しています。一方、有料老人ホームやサービス付き高齢者

向け住宅数も増加傾向にあることから、高齢者の住環境の変化に注意し、高齢者の居住安定

に努めます。 

 

③高齢者の居住に関する情報提供 

 本市に所在する有料老人ホームや、サービス付き高齢者向け住宅等、高齢者が安心して暮

らせる住まいに関する情報を提供します。 

 また、利用者が安全・安心な住環境で暮らせるように、有料老人ホーム及びサービス付き

高齢者向け住宅に対する指導及び助言等を行います。 

 

④福祉のまちづくりの推進 

 高齢者に配慮したまちづくりを推進するため、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進

に関する法律」、「大阪府福祉のまちづくり条例」、「バリアフリー基本構想」及び「茨木市居

住マスタープラン」に基づき整備された、建築物や施設、歩道等のバリアフリーに関する情報

の発信に努めます。 
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施策（５）高齢者が安心して暮らせるためのＩＣＴの活用推進 

コロナ禍において、外出自粛等から、高齢者の閉じこもりによる生活不活発や身体機能、

認知機能の低下が懸念されています。このような状況の中で、高齢者のＩＣＴ機器の活用推

進に取り組み、身体機能・認知機能の低下防止、コミュニケーションツールを使用した見守

り、情報格差の解消等を図ります。 

 

【主な取組】 

①高齢者のＩＣＴ活用の推進 

 ＩＣＴ活用により、コミュニティデイハウスにおける利用者の見守りや、利用者との相互コミュニ

ケーションの活発化等を図るとともに、コミュニティデイハウスを通じて介護予防に関する情報の配

信に取り組みます。また、高齢者がインターネット等に慣れ親しみ使用していく機運を醸成します。 

 

 

施策（６）感染症対策に係る体制整備 

感染症発生時に備え、日頃から介護事業所や関係部局等と連携を図り、研修等での情報共

有・資材の確保・体制の整備に努める必要があります。また、感染症対策の基礎知識がない

関係者を中心に、研修等による知識の向上を目指します。 

 

【主な取組】 

①感染症対策の介護事業所等との連携・周知啓発・研修・訓練の実施 

平時からの事前準備として、介護事業所等と連携し、訓練の実施や感染拡大防止策の周知

啓発を行います。また、介護事業所等が感染症発生時においてもサービスを継続するため、

必要な物資の備蓄等の確認や感染症に対する研修の充実、発生時に備えた人材確保策を講じ

ていきます。 

 

施策の指標 

現状値 

令和元年度 

(2019年度) 

目標値 

令和５年度 

(2023年度) 

要配慮者避難施設数 62か所 65か所 

いばらき ほっとナビ アクセス件数（月平均） 7,241件 10,000件 

ＩＣＴ活用を進めているコミュニティデイハウス数 － 15か所 
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施策（１）介護保険制度の適正・円滑な運営 

高齢者が介護を必要とする状態になっても、可能な限り住み慣れた地域で継続して生活が

できるように、ニーズを適切に把握しながら、介護保険サービスの基盤整備に努めます。ま

た、利用者が必要なサービスを選択できるように、情報提供や相談支援の充実に努めます。 

さらに、介護従事者の育成・定着に向けた支援に努め、安心で質の高いサービスを提供します。 

 

【主な取組】 

①充実したサービス提供のための施設整備 

高齢者が、介護度が重くなっても、できる限り住み慣れた地域で生活ができるように、地

域密着型施設の整備を進めます。とりわけ、在宅での療養生活を支援するため、小規模多機

能型居宅介護（看護を含む）の利用促進に向けた取組を進めます。 

 

②介護保険サービスに対する相談体制の充実 

介護相談員が市内の介護保険施設等を訪問し、利用者やその家族の相談に応じて疑問や不

満。不安の解消を図るとともに、利用者と事業者との橋渡しをすることで介護サービスの質

の向上や自立した日常生活の実現を図ります。 

 

③共生型サービスの取組 

 高齢者と障害者が同一事業所でサービスを利用しやすくするための共生型サービスの参入

に向けた取組を検討します。 

 

④介護保険サービス提供事業者等への指導・助言等 

 本市に指定・指導権限のある地域密着型サービス及び居宅サービスについては、サービス

提供事業者に対する実地指導等を実施し、利用者に適正なサービスが提供されるように指導、

助言等を行います。 

 また、適切なケアマネジメントに基づき、質の高いサービスが提供できるように地域包括

支援センターとともに介護支援専門員の活動を支援します。茨木市高齢者サービス事業所連

絡会に対し、制度改正等の情報提供や意見交換を行うなど、活動が円滑に行えるように支援

します。 

 

⑤地域包括ケアシステムを支える人材の確保 

茨木市高齢者サービス事業所連絡会などの関係機関との連携により、介護職のイメージア

ップ及び介護従事者の育成・定着に向けた支援に努めます。また、専門職以外の人材参入に

より、介護現場の負担軽減を図る取組を実施します。また、ボランティアポイント制度（シ

ニアいきいき活動ポイント事業）を引き続き実施し、高齢者が介護事業所等でボランティア

活動を行うことを支援します。 

 

基本目標６ 社会保障制度の推進に努める 
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施策（２）介護給付適正化事業の推進（介護給付適正化計画） 

国の指針及び大阪府の介護給付適正化計画を踏まえ、主要５事業を引き続き実施し、利用

者に対する適切な介護保険サービスの確保と費用の効率化を通じて、介護保険制度への信頼

を高め、持続可能な介護保険制度を構築します。 

 

【主な取組】 

①要介護認定の適正化 

申請の際は、窓口での丁寧な聞き取りを行い、適切な時期に申請につなげられるよう対応

しております。認定調査については、公平公正で客観的かつ正確に行い、介護の手間を適正

に評価する上で必要な情報を特記事項に分かりやすく記載が行えているか点検をおこない、

要介護認定調査の平準化に向けた取組を実施します。 

 

②ケアプランの点検 

 ケアプランの内容確認、自己点検シートを使った介護支援専門員による自主点検及び保険

者評価、介護支援専門員への講習会の開催等を一体的に実施し、過不足のない適切な介護サ

ービスの提供を推進します。また、サービス付き高齢者向け住宅や住宅型老人ホーム等の高

齢者向け住まいの入居者に焦点を当てたケアプラン点検も実施します。 

 

③住宅改修・福祉用具貸与等の点検 

 住宅改修を必要とする利用者宅の実態把握や工事見積書の点検を行い、必要に応じて理学

療法士等の専門職による協力を得て、現地調査を行うなど適正な改修の支援に努めます。ま

た、福祉用具貸与等についても、妥当性や利用者の身体状況に即したものであるかを確認し

ていくことでサービスの適正化に努めます。 

 

④医療情報との突合・縦覧点検 

 医療情報との点検は、国民健康保険団体連合会から提供される利用者の医療情報と介護保

険の給付情報を突合し、重複請求が行われないよう確認します。縦覧点検については、利用

者ごとに、複数月にまたがる介護報酬の支払状況（請求明細書内容）を確認し、提供された

サービスの整合性、算定回数・算定日数等の点検を行い、請求内容の誤り等を早期に発見す

ることで、過誤処理等の適切な対応を行います。 

 

⑤介護給付費通知 

介護保険サービスの利用状況を利用者に通知し、サービス内容や回数について利用者自ら

が確認できる機会を提供できるように努めます。また、サービス利用状況に誤りがないかを

確認してもらうことにより、適切な介護給付に繋げていきます。 
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取組 
令和３年度 

(2021年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

目標とする 

数値の根拠 

要介護認定の適正化 
10,400件 

（100%） 

10,700件 

（100%） 

11,000件 

（100%） 
介護認定審査会対象全件 

ケアプランの点検 
26事業所 

（200件） 

26事業所 

（200件） 

26事業所 

（200件） 

市内居宅介護支援事業所

数・介護支援専門員数を考慮 

住宅改修の点検 ３６件 ３６件 ３６件 月３件×１２月 

福祉用具貸与等の点検 １回 １回 １回 年１回 

医療情報との突合 １２回 １２回 １２回 月１回×１２月 

縦覧点検 １２回 １２回 １２回 月１回×１２月 

介護給付費通知 ２回 ２回 ２回 年２回 

 

 

施策（３）在宅療養の推進 

高齢化が進む中で、医療と介護の両方を必要とする高齢者が、住み慣れた地域で、自分ら

しい暮らしを人生最期まで続けることができるよう、在宅医療と介護を一体的に提供するた

めに、在宅医療を担う診療所、病院、薬局、訪問看護事業所、介護関係者などが、それぞれ

の役割や機能を分担し、相互に連携することが重要となります。 

変化する現状の課題を整理しつつ、在宅療養の推進に取り組みます。 

 

【主な取組】 

①地域の医療・介護資源の把握 

引き続き、地域の医療機関、介護事業所の機能等を情報収集し、いばらきほっとナビに掲

載し、情報の共有・活用を図ります。 

 

②在宅医療・介護連携の課題の抽出 

在宅医療・介護連携の現状の把握と課題の抽出、将来人口動態や地域特性に応じたニーズ

などを分析し、在宅医療・介護連携推進連絡会において、対応策の検討を行います。 

 

③切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進 

 医療と介護の連携した対応が求められる在宅療養生活の４つの場面（日常の療養支援、入

退院支援、急変時の対応、看取り）において、切れ目のない医療・介護連携の体制を整備し

ます。 

 

④在宅医療・介護連携に関する相談支援 

 地域の医療・介護関係者に対する在宅医療・介護連携に関する相談、連携調整、情報提供

等の支援を行います。 

 

⑤地域住民への普及啓発 

 これからの在宅ケアを市民とともに考える機会として「人生会議」や「看取り」をキーワ

ードとした啓発を実施します。 
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⑥医療・介護関係者の情報共有の支援 

 各医療機関が入退院時に使用している既存の情報共有ツールについて、その活用状況を把

握し、どの専門職でも理解しやすいツールへの変更や在宅での看取りに活用できるツールの

作成を支援します。 

 

⑦医療・介護関係者の研修 

 地域ケア会議を含むあらゆる機会を活用し、多職種の相互理解や連携、スキルアップに関

する研修への支援を実施します。 

 

施策の指標 

現状値 

令和元年度 

(2019年度) 

目標値 

令和５年度 

(2023年度) 

医療ニーズの高い利用者の受入態勢 44.5％(*1) 50.0% 

看取りの体制の整備状況 46.1％(*2) 50.0% 

＊１ 市内で介護保険サービスを提供している172事業者（有効回答128事業者）を対象に行った 

「令和元年度（2019年度）介護保険事業者調査」より 

＊２ 市内で介護保険サービスを提供している172事業者（有効回答128事業者）を対象に行った 

「令和元年度（2019年度）介護保険事業者調査」より 

（看取り加算の算定にかかわらず、終末期ケアに係ること） 
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第３節 介護給付サービス等の見込み量 

１ 各年度の介護給付サービス量の見込み 

 

（１）介護給付サービス量算出手順の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）介護給付サービス量の見込み 

①高齢者人口の推計 

 

 
令和２年度 

(2020年度) 

令和３年度 

(2021年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和22年度 

(2040年度) 

総人口       

40歳未満       

40～64歳       

65～69歳       

70～74歳       

75～79歳       

80～84歳       

85～89歳       

90歳以上       

40歳未満 
      

      

40歳以上 
      

      

65歳以上 
      

      

75歳以上 
      

      

ひとり暮らし 

高齢者 
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②要支援・要介護認定者の推計 

 

 令和３年度 

(2021年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和22年度 

(2040年度) 

要支援１      

要支援２      

要介護１      

要介護２      

要介護３      

要介護４      

要介護５      

 合計      

 うち１号被保険者 
（対65歳以上人口比） 

     

     

うち２号被保険者      

 

③認知症日常生活自立度Ⅱ以上の要支援・要介護認定者の推計 

 

 令和３年度 

(2021年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和22年度 

(2040年度) 

要支援１      

（認定者数に占める割合）      

要支援１      

（認定者数に占める割合）      

要介護１・２      

（認定者数に占める割合）      

要介護３～５      

（認定者数に占める割合）      

 

④介護職員数の需要推計 

 

 令和３年度 

(2021年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和22年度 

(2040年度) 

要介護認定者数      

介護事業に従

事する職員数 

介護職員数      

看護職員数      

その他の職員数      

合計      
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⑤施設・居住系サービス利用者の見込み 

 

 令和３年度 

(2021年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和22年度 

(2040年度) 

施設利用者      

施設利用者のうち 

要介護４・５の人数 
   

 
 

施設利用者のうち 

要介護４・５の割合 
   

 
 

介護専用居住系サービ

ス利用者 
   

 
 

施設・介護専用居住系

サービス利用者 
   

 
 

要介護２～５の要介護

者 
     

要介護２～５に対する

施設・介護専用居住系

サービスの利用者の割

合 

     

 

 

■施設・居住系サービス利用者将来推計 

 令和３年度 

(2021年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和22年度 

(2040年度) 

介護老人福祉施設      

介護老人保健施設      

 
介護療養型医療施設

からの転換分 
   

 
 

介護療養型医療施設      

介護医療院      

地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護  
   

 
 

認知症対応型共同生活

介護  
   

 
 

特定施設入居者生活介

護  
   

 
 

介護予防認知症対応型

共同生活介護  
   

 
 

介護予防特定施設入居

者生活介護  
   

 
 

合 計       
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〇居宅サービスの見込み  

ア 標準的居宅サービス対象者の推計  

施設・居住系サービス利用者を除く、要支援・要介護認定者を対象者としています。 

 

標準的居宅サービス対象者将来推計 

 
平成30年度 

(2018年度) 

平成31年度 

(2019年度) 

平成32年度 

(2020年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

平成37年度 

(2025年度) 

要支援１      

要支援２      

要介護１      

要介護２      

要介護３      

要介護４      

要介護５      

合  計      

 

イ 標準的居宅サービス利用者の推計  

標準的居宅サービス対象者のうち、実際のサービス利用者を推計しています。 

 

標準的居宅サービス利用者将来推計 

 
平成30年度 

(2018年度) 

平成31年度 

(2019年度) 

平成32年度 

(2020年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

平成37年度 

(2025年度) 

要支援１      

要支援２      

要介護１      

要介護２      

要介護３      

要介護４      

要介護５      

合  計      
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ウ 居宅サービス等の必要量の見込み  

 

■介護予防給付 

 
令和３年度 

(2021年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和22年度 

(2040年度) 

介護予防サービス      

 
介護予防訪問入浴介護 

     

     

 
介護予防訪問看護 

     

     

 介護予防訪問リハビリテ

ーション 

     

     

 介護予防居宅療養管理指

導 

     

 介護予防通所リハビリテ

ーション 

     

 介護予防短期入所生活介

護 

     

     

 介護予防短期入所療養介

護 

     

     

 介護予防特定施設入居者

生活介護 

     

 介護予防福祉用具貸与      

 特定介護予防福祉用具販

売 

     

地域密着型介護予防サービ

ス 

     

 介護予防認知症対応型通

所介護 

     

     

 介護予防小規模多機能型

居宅介護 

     

 介護予防認知症対応型共

同生活介護 

     

 介護予防住宅改修      

 介護予防支援      
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■介護給付 

 

 

 

 

令和３年度 

(2021年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和22年度 

(2040年度) 

居宅サービス      

 
訪問介護 

     

      

 
訪問入浴介護 

     

     

 
訪問看護 

     

     

 
訪問リハビリテーション 

     

     

 居宅療養管理指導      

 
通所介護 

     

      

 
通所リハビリテーション 

     

      

 
短期入所生活介護 

     

     

 
短期入所療養介護 

     

     

 特定施設入居者生活介護      

 福祉用具貸与      

 特定福祉用具販売      

地域密着型サービス      

 定期巡回・随時対応型訪

問介護看護 

     

 夜間対応型訪問介護      

 
認知症対応型通所介護 

     

      

 小規模多機能型居宅介護 

（看護小規模多機能型居宅介護を

含む） 

 

（看護小規模多機能型居

宅介護を含む） 

     

 認知症対応型共同生活介

護 

     

 地域密着型特定施設入居

者生活介護 

     

 地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護 

     

 
地域密着型通所介護 

     

      

住宅改修      

居宅介護支援      
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（以下、掲載予定） 

 

・地域密着型サービス整備か所必要量の見込み 

 

・住宅型有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の設置状況 

 

・地域支援事業の見込み 

 

・介護サービス総給付費及び地域支援事業費の推計結果 

 

・介護保険料基準額の算定 

 保険料段階の設定と介護保険被保険者数の推計 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議題２ 

令和２年度保険者機能強化推進交付

金・介護保険保険者努力支援交付金 

（市町村分）の評価結果について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 １ 
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資料２ 

令和２年度 保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金（市町村分）

の評価結果について 

 

１ 趣旨 

  介護保険者の機能強化に向け、高齢者の自立支援・重度化防止に関する市町村の取組みや、

こうした市町村を支援する都道府県の取組みを推進するため、市町村及び都道府県の様々な

取組みに関する評価指標を設定した上で、取組状況に応じて交付金が交付される。また、令

和２年度からは新たに予防・健康づくりに資する取組に重点化した介護保険保険者努力支援

交付金が創設され、生活支援体制整備事業、認知症総合支援事業等に充当することができる

こととされた。 

 

２ 大阪府における評価指標の該当状況結果 

 【機能強化推進交付金】（1,575点満点） 

  ○評価指標点 

大阪府内市町村平均点  1,025点（65.1％） 

   茨木市          1,028点（65.3％） 府内 22位/43市町村 

 【保険者努力支援交付金】（870点満点） 

  ○評価指標点 

大阪府内市町村平均点  511.4点（58.8％） 

   茨木市            499点（57.4％） 府内 24位/43市町村 

 

【参考】                      

Ⅰ PDCAサイクルの活用による保険者機能の強化に向けた体制等の構築 

指標の内容【配点】 項目数 茨木市 府内平均 

地域包括ケア「見える化」システムを活用して他の保

険者と比較する等、地域の介護保険事業の特徴を把握

しているか。等 【140(40)点】 

６(１) 140(40）点 137.1(40)点 

※（ ）内は保険者努力支援交付金分 

Ⅱ 自立支援、重度化防止等に資する施策の推進 

指標の内容 項目数 茨木市 府内平均 

(1)介護支援専門員・介護サービス事業所等【80点】 ５ 34点 44.2点 

(2)地域包括支援センター・地域ケア会議 

【195(115)点】 

９(６) 

 

95(45)点 123.8(58.7)点 

(3)在宅医療・介護連携【90(15)点】 ６(１) 85(15)点 81.2(15)点 

(4)認知症総合支援【175(45)点】 ６(２) 135(35)点 136.7(37.8)点 
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指標の内容 項目数 茨木市 府内平均 

(5)介護予防／日常生活支援【450(450)点】 17(17) 249(249)点 250.4(250.4)点 

(6)生活支援体制の整備【85(35)点】 ４(２) 60(15)点 50.3(21.0)点 

(7)要介護状態の維持・改善の状況等【120(120)点】 ５(５) 70(70)点 66.2(66.2)点 

計【1,195(780)点】 52(33) 728(429)点 752.8(449.1)点 

※（ ）内は保険者努力支援交付金分 

Ⅲ 介護保険運営の安定化に資する施策の推進 

指標の内容【配点】 項目数 茨木市 府内平均 

(1)介護給付の適正化【120点】 

 介護給付の適正化事業の主要５事業のうち、３

事業以上を実施しているか。等 

９ 90点 65.6点 

(2)介護人材の確保【120(50)点】 

 必要な介護人材を確保するための具体的な取組

を行っているか。等 

９(５) 70(30)点 69.5(22.3)点 

計【240(50)点】 18(5) 160(30)点 135.1(22.3)点 

※（ ）内は保険者努力支援交付金分 

 

３ 本市の得点ができなかった主な指標 

指標の内容 備考 

Ⅱ(2) 地域包括支援センター・地域ケア会議 

②地域包括支援センターの体制充実による適切な包括的支援事業を実施

しているか。 

令和５年度までに 

14 エリアに設置する

ことで充足できる見

込みである。 

Ⅱ(5) 介護予防／日常生活支援 

⑦現役世代の生活習慣病対策と連携した取組を実施しているか。 

令和２年度、保健と

介護の一体的実施と

して企画・立案予定 

Ⅱ(5) 介護予防／日常生活支援 

⑧関係団体との連携による専門職の関与の仕組みが構築されているか。 

令和２年度、保健と

介護の一体的実施と

して企画・立案予定 

Ⅱ(5) 介護予防／日常生活支援 

⑨医師会等の関係団体との連携により、介護予防の場にリハビリテーシ

ョン専門職等が関与する仕組みを設け実行しているか。 

令和３年度、保健と

介護の一体的実施と

して取組予定 

Ⅱ(5) 介護予防／日常生活支援 

⑬経年的な分析が可能となるよう、通いの場の参加者の健康状態等をデ

ータベース化しているか。 

令和３年度、体力測

定の値のデータベー

ス化を検討 
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指標の内容 備考 

Ⅱ(5) 介護予防／日常生活支援 

⑮自立支援・重度化防止に取り組む介護サービス事業所に対する評価を

実施しているか。 

令和３年度、通所型

サービスＣ事業所の

拡充と合わせて評価

指標を設定する予定 

Ⅲ(2) 介護人材の確保 

②介護人材の確保に向け、介護サービス事業者・教育関係者等と連携し

て行う取組等の実施 

令和３年度、研修会

を実施し情報共有を

検討 

Ⅲ(2) 介護人材の確保 

⑦介護助手等の元気高齢者の就労的活動の促進に取り組んでいるか。 

令和３年度、多種多

様な人材確保に取組

予定 

  


